
  令和７年９月 12日      富 山 県 報        号  外  51   

 

 第62号様式⑶中「法人県民税・法人事業税・特別法人事業税の更正・決定・加算 

金決定通知書」を「法人県民税・法人事業税・特別法人事業税更正決定等通知書」 

に、「管理番号」を「課税番号」に改める。 

 第62号様式の３⑴を次のように改める。 



  52  令和７年９月 12日     富 山 県 報        号  外   

 

第62号様式の３（第40条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

            県民税利子割更正決定等通知書            

  次のとおり更正・決定及び加算金決定しましたから通知します。       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 



  令和７年９月 12日      富 山 県 報        号  外  53   

 

 第62号様式の３⑵を削る。 

 第62号様式の４⑴を次のように改める。 



  54  令和７年９月 12日     富 山 県 報        号  外   

 

第62号様式の４（第40条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

            県民税配当割更正決定等通知書            

  次のとおり更正・決定及び加算金決定しましたから通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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 第62号様式の４⑵を削る。 

 第62号様式の５⑴を次のように改める。 



  56  令和７年９月 12日     富 山 県 報        号  外   

 

第62号様式の５（第40条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

          県民税株式等譲渡取得割更正決定等通知書          

  次のとおり更正・決定及び加算金決定しましたから通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

本 
 
税 

加 
 
算 
 
金 
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 第62号様式の５⑵を削る。 

 第63号様式を次のように改める。 



  58  令和７年９月 12日     富 山 県 報        号  外   

 

第63号様式（第40条関係） 

                             第     号  

                             年  月  日  

      様 

                       富山県総合県税事務所長 印  

   法人事業税・特別法人事業税に係る確定申告書の提出期限の延長の承 

   認等の通知書 

 このことについて、次のとおり承認（却下、取消し、変更）したから通知します。 

 １ 法人の名称等               
 

主たる事務所・事業所の所
在地 

 
 

法人名  
 

 ２ 承認等の内容 
 

処分の別 事業年度および期間等 

延長処分 
自                承認 
         から      月間延長 
至                却下 

延長の変更処分 

自                承認 
         について延長 
至                却下 
        申告期限 

延長の取消し処分・廃止 

自 
         から      月間に変更 
至 
           延長承認の取消し・廃止 

 ３ 却下等の理由 
 

 

 

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 
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  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 
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 第67号様式⑴から第67号様式⑷までを次のように改める。 
 



 

 

第67号様式⑴（第40条関係）                                                                            

（表１） 
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（表２） 
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（裏） 
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 第67号様式⑵（第40条関係）                                         

（表１） 
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（表２） 
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ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過 

したときは、当該審査請求をすることができません。 



 

 

 第67号様式⑶（第40条関係）                                          

             （表）                        （裏）            
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 第67号様式⑷（第40条関係）                                          

（表） 
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（裏） 
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【延滞金について】 

 延滞金は、納期限の翌日から納付の日までの期間の日 

数に応じ、税額に年14.6パーセント（納期限の翌日から 

１月を経過する日までの期間については年 7.3パーセン 

ト）の割合（当該期間の属する各年の前年に租税特別措 

置法（昭和32年法律第26号）第93条第２項に規定する平 

均貸付割合に年１パーセントの割合を加算した割合（以 

下「延滞金特例基準割合」という。）が年 7.3パーセン 

トの割合に満たない場合には、その年中においては、年 

14.6パーセントの割合にあつてはその年における延滞金 

特例基準割合に年 7.3パーセントの割合を加算した割合 

とし、年 7.3パーセントの割合にあつては当該延滞金特 

例基準割合に年１パーセントの割合を加算した割合（当 

該加算した割合が年 7.3パーセントの割合を超える場合 

には、年 7.3パーセントの割合）とします。）を乗じて 

計算した金額です。 

 この場合、税額に 1,000円未満の端数があるとき、又 

は税額の全額が 2,000円未満であるときは、その端数金 

額又はその全額を切り捨てて計算します。 

【処分に不服がある場合の救済の方法】 

１ この処分について不服があるときは、この処分があ 

 つたことを知つた日の翌日から起算して３月以内に、 

 富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

 ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過 

 したときは、当該審査請求をすることができません。 

２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該 

 裁決の送達を受けた日の翌日から起算して６箇月以内 

 に、富山県を被告として（訴訟において富山県を代表 

 する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消 

 しの訴えを提起することができます。ただし、次のい 

 ずれかに該当するときは、当該裁決を経ないで、この 

 処分の取消しの訴えを提起することができます。 

 

 ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を 

  経過しても裁決がないとき。 

 ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により 

  生ずる著しい損害を避けるため緊急の必要があると 

  き。 

 ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由がある 

  とき。 



 

 

 第74号様式⑴を次のように改める。 
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第74号様式（第44条関係）                                            

                                         (表１) 

 

領収済通知書    ○公  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

加 入 

者 名 
富山県総合県税事務所 

口座記 

号番号 

 
金額 円 

収納機関 

番  号 

 納付 

番号 

 確認 

番号 

 納付 

区分 

 

納期限 
 

年度 
  

OCR-ID 
 

延滞 

金額  

円 

課税事務所  

取りまとめ金融機関  

合計 

金額  

円 

取りまとめ店 

 

納税者氏名 様 

 

 

C 

V 

S

収

納

用 

 

○公  

納付書（原符）  

加入者名 富山県総合県税事務所 

口座記号 

番  号 

 

納付番号 
 

確認番号 

 

納付区分 

 

税目 
 

納期限 
 

金額 円 

延滞金 円 

合計金額 円 

納税者氏名 様 

納付内容 
 

課税事務所 
 

不動産取得税納税通知書兼領収証書 ○公  

価  格  等 円 円 

控  除  額 円 円 

課 税 標 準 額 円 円 

税     率 ％ ％ 

税     額 円 円 

減     額 円 円 

確 定 税 額 円 円 

 

納 期 限 
 

 

地方税法第 73条の２及び富山県税条例第 73条の規定により、 

 

上記のとおり賦課しましたから納めてください。 

 

 

 

 

 

加入者名 富山県総合県税事務所 

口座記号番号  

課税年度 整理番号 課税番号 区分 共 有 者 数 

   
 

ほか    名 

不動産区分 取得原因 取得年月日 
 

(㎡) 

   

物件所在地 

 

付表の課税物件の明細のとおり 

 
取得持分 付表の課税物件の明細のとおり 

課税の根拠 
 

  

金   額                円 

延  滞  金                円 

合計金額                円 

 

 

  令和７年９月 12日       富 山 県 報        号  外  75   

左記金額を領収しました。 

領収日付印 

領収日付印 

領収日付印 



 

 

（表２） 

                                                                             （付表）  

 ◇課税物件の明細 

 
Ｎо． 物件所在地 地目／用途 地積／床面積（㎡） 価格（円） 取得原因 取得年月日 取得持分 

         

         

         

         

         

         

 

 ◇共有者の明細 

 
氏名又は名称 住所又は所在地 持分 
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（裏） 
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は、年 14.6パーセントの割合にあつてはその年に 

割合を加算した割合とし、年 7.3パーセントの割合 

にあつては当該延滞金特例基準割合に年１パーセ 

つたことを知つた日の翌日から起算して３月以内に、 

⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を 



 

 

 第74号様式⑵を削る。 

 第76号様式⑵を次のように改める。 

 

 

  令和７年９月 12日       富 山 県 報      号  外  81   



 

 

 第76号様式⑵（第44条関係）                                             

                                                  第     号  

                       不動産取得税不動産価格通知書                      

   地方税法第73条の21第２項の規定に基づき決定しました不動産の価格を次のとおり通知します。 

                           （総合    分)  作成日  年  月  日  /  頁   
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  令和７年９月 12日     富 山 県 報        号  外  83   

 

 第79号様式の２を次のように改める。 



  84  令和７年９月 12日     富 山 県 報        号  外   

 

第79号様式の２（第44条関係） 

                             年  月  日  

      様 

 整理番号 

                       富山県総合県税事務所長 印  

                徴収猶予通知書                

  次のとおり徴収猶予を決定しましたから通知します。 

 

 

 

 

 

 

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

 



  令和７年９月 12日     富 山 県 報        号  外  85   

 

 第79号様式の３を次のように改める。 



  86  令和７年９月 12日     富 山 県 報        号  外   

 

第79号様式の３（第44条関係） 

                             年  月  日  

      様 

 整理番号 

                       富山県総合県税事務所長 印  

               徴収猶予取消通知書               

  次のとおり徴収猶予を取り消しましたから通知します。 

 

 

 

 

 

 

 

 １ この処分について不服があるときは、この通知書を受け取つた日の翌日か 

  ら起算して３月以内に、富山県知事に対して審査請求をすることができます。 

  ただし、この処分の日の翌日から起算して１年を経過したときは、当該審査 

  請求をすることができません。 

 ２ １の審査請求に対する裁決を経た場合に限り、当該裁決の送達を受けた日 

  の翌日から起算して６箇月以内に、富山県を被告として（訴訟において富山 

  県を代表する者は、富山県知事となります。）、この処分の取消しの訴えを 

  提起することができます。ただし、次のいずれかに該当するときは、当該裁 

  決を経ないで、この処分の取消しの訴えを提起することができます。 

  ⑴ 審査請求があつた日の翌日から起算して３箇月を経過しても裁決がない 

   とき。 

  ⑵ この処分、この処分の執行又は手続の続行により生ずる著しい損害を避 

   けるため緊急の必要があるとき。 

  ⑶ その他裁決を経ないことにつき正当な理由があるとき。 

 



  令和７年９月 12日     富 山 県 報        号  外  87   

 

 第80号様式⑴中「第73条の27第１項」を「第 条  第 項において準用する第 

 条  第 項」に、                            

「  
土 

 

 

地 

所      在 地   番 地   目 地    籍  

を  

  
  

平方メートル 

 

 

 

      

      

 特例適用住宅

建築工事 
着工年月日  完成年月日  

 

 上記土地に係

る耐震基準適

合既存住宅等

の旧所有者 

住所（所在地）  
上記土地に係る

耐震基準適合既

存住宅等の取得

年月日 

 

 
氏名（名 称）  

 上記土地に係

る耐震基準不

適合既存住宅

の耐震改修工

事 

着工年月日  完成年月日  

」  

受 取 口 座 

□ 公金受取口座を利用する（利用する場合は、口座情報の記 
 入は不要です。）。 
 ※ 次のいずれかの書類を添付してください。 
  □ 個人番号カード（マイナンバーカード）の表裏の写し 
  □ 個人番号の記載がある住民票の写し及び本人確認書類 
   （運転免許証の写し等） 
□ 振込口座を指定する。 

 

「 

受 取 口 座 

□ 振込口座を指定する。 
□ 公金受取口座を利用する（口座情報の記入は不要です。）｡ 
 ※ 次のいずれかの書類を添付してください。 
  □ 個人番号カード（マイナンバーカード）の表裏の写し 
  □ 個人番号の記載がある住民票の写し及び本人確認書類 
   （運転免許証の写し等） 」  

に 

改め、同様式を第80号様式とし、第80号様式⑵から第80号様式⑽までを削る。 

 第82号様式を次のように改める。 


